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4 2015（平成27年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月10日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 4月30日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 4月30日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 4月30日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月
分）� 4月30日

　すまい給付金は、消費税率引上げによる負
担増緩和のため平成26年４月から実施されて
いますが、国土交通省によると実施後９月ま
での半年間で7,710戸に給付し、給付額は約19
億７千万円にのぼっています。給付金申請期
限は住宅引渡し後１年以内。ただし、消費税
率８％時で年収510万円以下の人が対象です。

ワンポイント すまい給付金の支給額が19億７千万円

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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４月号─2

　

六
十
歳
以
後
に
在
職
し
な
が
ら
受

け
る
老
齢
厚
生
年
金
を
在
職
老
齢
年

金
と
い
い
、
年
金
と
報
酬
の
額
に
応

じ
て
年
金
の
全
部
ま
た
は
一
部
が
支

給
停
止
さ
れ
ま
す
。
生
活
設
計
を
す

る
際
は
、
そ
の
よ
う
な
調
整
が
行
わ

れ
る
こ
と
を
考
慮
し
な
が
ら
行
っ
て

い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

調
整
の
仕
方
は
、
六
十
五
歳
未
満

と
六
十
五
歳
以
後
と
で
異
な
り
ま
す
。

ま
ず
は
共
通
す
る
考
え
方
に
つ
い
て

触
れ
、
次
い
で
「
六
十
五
歳
未
満
」

「
六
十
五
歳
以
後
」
の
順
で
説
明
し

ま
す
。

　

な
お
、
六
十
五
歳
未
満
の
者
は
、

所
定
の
要
件
を
満
た
す
と
高
年
齢
雇

用
継
続
給
付
（
雇
用
保
険
）
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
今
回
は
年
金

と
報
酬
の
調
整
を
主
と
し
て
取
り
上

げ
ま
す
が
、
雇
用
継
続
給
付
と
年
金

と
の
調
整
に
つ
い
て
も
簡
潔
に
説
明

し
ま
す
。

一
　
在
職
老
齢
年
金

㈠
　
対
象
者

　

厚
生
年
金
保
険
の
「
被
保
険
者
」

で
あ
る
と
き
は
、
年
金
と
報
酬
の
額

に
応
じ
て
年
金
の
支
給
停
止
が
行
わ

れ
ま
す
。

　

七
十
歳
に
達
す
る
と
厚
生
年
金
保

険
の
被
保
険
者
資
格
を
喪
失
し
ま
す

が
、「
七
十
歳
以
上
被
用
者
注
」
に
該

当
す
る
と
き
は
年
金
と
報
酬
の
額
に

応
じ
て
支
給
停
止
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

勤
務
日
数
や
時
間
が
通
常
の
就
労

者
の
四
分
の
三
に
満
た
ず
被
保
険
者

と
さ
れ
て
い
な
い
者
や
厚
生
年
金
保

険
の
適
用
除
外
者
（
臨
時
的
に
二
か

月
以
内
の
期
間
を
定
め
て
使
用
さ
れ

る
者
な
ど
）
は
、
適
用
事
業
所
で
働

い
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
年
金

と
報
酬
と
の
調
整
は
行
わ
れ
ま
せ
ん
。

注　

七
十
歳
以
上
被
用
者
と
は

　
　

厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
期

間
を
有
す
る
こ
と
や
、
厚
生
年
金

保
険
の
適
用
事
業
所
で
勤
務
し
て

い
る
こ
と
等
の
一
定
要
件
を
満
た

す
者
が
該
当
し
ま
す
。
被
保
険
者

で
は
な
い
た
め
厚
生
年
金
保
険
料

は
徴
収
さ
れ
ま
せ
ん
が
、
年
金
と

報
酬
と
の
調
整
は
行
わ
れ
ま
す
。

㈡
　
年
金
額

①　

計
算
に
用
い
る
年
金
の
種
類

　

在
職
老
齢
年
金
の
計
算
は
、「
老
齢

厚
生
年
金
」
か
ら
加
給
年
金
額
注
を
除

い
た
額
の
一
月
あ
た
り
の
額
（
基
本
月

額
）
を
用
い
ま
す
。

　

ね
ん
き
ん
定
期
便
等
に
「
老
齢
基

礎
年
金
」
や
「
経
過
的
加
算
額
」
と

し
て
表
示
さ
れ
た
金
額
が
あ
る
場
合
、

そ
れ
ら
は
支
給
停
止
額
の
計
算
に
は

用
い
ず
、
全
額
支
給
さ
れ
ま
す
。

注　

加
給
年
金
額
と
は

　
　

厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
期

間
が
二
十
年
以
上
（
中
高
齢
特
例

に
よ
る
期
間
短
縮
あ
り
）
あ
る
者

が
年
金
を
受
け
る
よ
う
に
な
っ
た

と
き
、
生
計
を
維
持
し
て
い
る
一

定
要
件
を
満
た
し
た
六
十
五
歳
未

満
の
配
偶
者
お
よ
び
子
（
十
八
歳

到
達
年
度
の
末
日
ま
で
の
子
ま
た

は
二
十
歳
未
満
で
一
級
・
二
級
の

障
害
の
状
態
に
あ
る
子
）
が
あ
る

場
合
、
年
金
額
の
加
算
が
行
わ
れ

ま
す
。

②　

厚
生
年
金
基
金

　

厚
生
年
金
基
金
の
加
入
期
間
が
あ

る
場
合
は
、
加
入
し
な
か
っ
た
と
仮

定
し
て
計
算
し
た
老
齢
厚
生
年
金
の

年
金
額
を
も
と
に
計
算
を
し
ま
す
。

③　

加
給
年
金
額
が
あ
る
者

　

支
給
停
止
額
を
計
算
し
た
結
果
、

基
本
月
額
が
一
部
で
も
支
給
さ
れ
る

と
き
は
、加
給
年
金
額
も
支
給
さ
れ
、

基
本
月
額
が
全
額
停
止
と
な
る
と
き

は
、
加
給
年
金
額
も
支
給
停
止
さ
れ

ま
す
。

㈢
　
報
酬
額

　

在
職
老
齢
年
金
の
計
算
を
す
る
と

き
に
用
い
る
報
酬
額
を
「
総
報
酬
月

額
相
当
額
」
と
言
い
、
次
の
も
の
を

合
算
し
て
求
め
ま
す
。

①　

そ
の
月
の
標
準
報
酬
月
額

②　

そ
の
月
以
前
一
年
間
の
標
準
賞

与
額
の
合
計
／
十
二

　

例
え
ば
、
定
年
到
達
後
に
報
酬
額

を
下
げ
て
継
続
雇
用
さ
れ
、
標
準
報

酬
月
額
が
下
が
っ
て
い
る
場
合
で
も
、

直
近
一
年
間
に
受
け
た
賞
与
が
高
額

で
あ
っ
た
た
め
に
、
年
金
が
支
給
停

止
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
そ
の

よ
う
な
こ
と
か
ら
、
②
の
標
準
賞
与

額
も
踏
ま
え
た
上
で
支
給
停
止
額
を

計
算
す
る
点
に
注
意
を
要
し
ま
す
。

　

な
お
、
適
用
事
業
所
か
ら
受
け
る

報
酬
の
他
に
、
事
業
を
営
ん
だ
り
不

動
産
を
所
有
し
て
い
る
こ
と
に
伴
う

収
入
が
あ
っ
て
も
そ
れ
ら
は
在
職
老

齢
年
金
の
計
算
に
は
含
み
ま
せ
ん
。

二
　
六
十
五
歳
未
満
の
計
算

①　

全
額
支
給
さ
れ
る
と
き

年
金
と

報
酬
と
の

調
整
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基
本
月
額
と
総
報
酬
月
額
相
当
額

の
合
計
額
が
「
二
十
八
万
円
」注
に

達
す
る
ま
で
は
年
金
の
全
額
が
支
給

さ
れ
ま
す
。

②　

調
整
が
行
わ
れ
る
と
き

　

基
本
月
額
と
総
報
酬
月
額
相
当
額

の
合
計
額
が
「
二
十
八
万
円
」
を
超

え
る
場
合
は
、
年
金
の
支
給
停
止
が

行
わ
れ
ま
す
。

　

年
金
と
報
酬
の
額
に
応
じ
、
計
算

は
四
種
類
あ
り
ま
す
。
具
体
的
な
計

算
式
は
、資
料
①
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

停
止
の
仕
組
み
の
一
部
を
取
り
上

げ
る
と
、
例
え
ば
、
総
報
酬
月
額
相

当
額
が
二
十
万
円
・
基
本
月
額
が

十
万
円
の
と
き
は
資
料
①
の
支
給
停

止
額
の
式
ａ
を
用
い
ま
す
。
年
金
と

報
酬
の
合
計
額
（
三
十
万
円
）
か
ら

二
十
八
万
円
を
差
し
引
き
、
残
っ
た

額
（
二
万
円
）
を
二
で
割
っ
た
額

（
一
万
円
）
が
支
給
停
止
さ
れ
る
一

月
あ
た
り
の
年
金
額
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、総
報
酬
月
額
相
当
額
が「
四

十
六
万
円
」注
を
超
え
る
場
合
は
、
さ

ら
に
総
報
酬
月
額
相
当
額
が
増
加
し

た
分
だ
け
年
金
を
支
給
停
止
し
ま
す
。

注　

支
給
停
止
額
の
計
算
の
基
準
と

な
る「
二
十
八
万
円
」お
よ
び「
四

十
六
万
円
」
に
つ
い
て
は
、
賃
金

や
物
価
の
変
動
に
応
じ
て
見
直
さ

れ
ま
す
（
六
十
五
歳
以
後
も
同

様
）。

③　

雇
用
継
続
給
付
と
年
金
の
調
整

　

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
（
雇
用
保

険
）
を
受
け
る
と
き
は
、
高
年
齢
雇

用
継
続
給
付
の
四
割
相
当
額
の
年
金

額
が
支
給
停
止
さ
れ
ま
す
。

　

例
え
ば
、
雇
用
継
続
給
付
と
し
て

二
万
五
千
円
を
受
け
る
と
き
は
、
年

金
額
一
万
円
が
支
給
停
止
と
な
り
ま

す
。

※
正
確
な
停
止
額
算
出
の
際
は
標
準

報
酬
月
額
に
調
整
率
（
六
％
を
上

限
）
を
乗
じ
て
求
め
ま
す
。

三
　
六
十
五
歳
以
後
の
計
算

①　

全
額
支
給
さ
れ
る
と
き

　

基
本
月
額
と
総
報
酬
月
額
相
当
額

の
合
計
額
が
「
四
十
六
万
円
」
に
達

す
る
ま
で
は
年
金
の
全
額
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

　

六
十
五
歳
未
満
の
場
合
と
異
な
り

「
二
十
八
万
円
」
は
用
い
ま
せ
ん
。

②　

調
整
が
行
わ
れ
る
と
き

　

基
本
月
額
と
総
報
酬
月
額
相
当
額

の
合
計
額
が
「
四
十
六
万
円
」
を
超

え
る
場
合
は
、
年
金
の
支
給
停
止
が

行
わ
れ
ま
す
。

　

具
体
的
な
計
算
式
は
、
資
料
②
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

資料①　65歳未満の在職老齢年金

総報酬月額相当額と基本月額 支給停止額

基本月額と総報酬月額相当額の合計が 28万円以下 年金は全額支給

総報酬月額相当額が 46万円以下

基本月額
28万円以下 a （総報酬月額相当額＋基本月額－ 28万円）÷ 2

基本月額
28万円超 b 総報酬月額相当額÷ 2

総報酬月額相当額が 46万円超

基本月額
28万円以下 c （46万円＋基本月額－ 28万円）÷２＋（総報酬月額相当額－ 46万円）

基本月額
28万円超 d 46 万円÷ 2＋（総報酬月額相当額－ 46万円）

資料②　65歳以後の在職老齢年金

総報酬月額相当額と基本月額 支給停止額

基本月額と総報酬月額相当額の合計が 46万円以下 年金は全額支給

基本月額と総報酬月額相当額の合計が 46万円超 （総報酬月額相当額＋基本月額－ 46万円）÷ 2

※資料①、②とも支給停止される 1月あたりの年金額を算出するものです。
※基本月額…加給年金額を除いた老齢厚生年金の 1月あたりの額
※総報酬月額相当額…その月の標準報酬月額＋その月以前１年間の標準賞与額の総額÷ 12
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　期間の定めのある労働契約を結ぶ場合で
あって、その契約期間満了後の更新に基準
を設けるときは「更新する場合の基準」を
定め、労働者に明示をする必要があります。
※あらかじめ有期労働契約の更新をしない
ことが明らかな場合は、更新基準の明示
義務はありません。

　厚生労働省のWEBサイトに公開されて
いるモデル労働条件通知書には次の事項が
例として記載されています。
　・契約期間満了時の業務量
　・勤務成績、態度
　・能力
　・会社の経営状況
　・従事している業務の進捗状況
　会社の実態や更新判断に必要なものであ
るか否かを検討しながら更新基準を設定し
ていきましょう。

　有期労働契約を締結している場合は、契
約期間満了時も注意が必要です。
　有期労働契約が３回以上更新されている
か、１年を超えて継続雇用されている労働
者との労働契約を更新せず、雇止め（契約
期間が満了し、契約が更新されないこと）
しようとする場合は、少なくとも契約期間
が満了する日の30日前までに、雇止めの
予告をしなければなりません。
　また、雇止めの予告後に労働者が雇止め
の理由について証明書を請求した場合は、
遅滞なく交付しなければならないとされて
います。
　反復更新の実態などから、実質的に期間
の定めのない契約と変わらないといえる場
合や、雇用の継続を期待することが合理的
であると考えられる場合、雇止めをするこ
とに客観的・合理的な理由がなく、社会通
念上相当であると認められないときは雇止
めが認められません。
　その場合は従前と同一の労働条件で、有
期労働契約が更新されることになります。

　従業員が仕事中に負傷または疾病にかか
り、休業中の賃金を受けることができない
ときは、会社は「休業補償」として平均賃
金の６割を被災労働者に支払わなければな
らないとされています。
　ただし、労災保険から「休業補償給付」
が支払われるときは、会社は休業補償の支
払いを免除されます。
　労災保険の休業補償給付は、休業した日
の第4日目以降から支給される点に注意を
要します。
　休業初日から3日間は待期期間といい、
労災保険から休業補償給付が支給されませ
ん。したがって、この3日間については会
社が休業補償を行わなければならないので
す。
　なお、会社が行う休業補償は「業務上」
の傷病により賃金を受けられなくなったと
きに行うものであり、「通勤災害」の場合
は補償義務がありません。

　
保
険
年
度
の
初
日
（
四
月
一
日
）

に
お
い
て
、
満
六
十
四
歳
以
上
の
高

年
齢
者
に
つ
い
て
は
雇
用
保
険
料
が

免
除
さ
れ
ま
す
。

　
高
年
齢
者
を
雇
い
入
れ
て
い
る
会

社
で
は
給
与
を
計
算
す
る
際
に
留
意

し
、
生
年
月
日
に
応
じ
て
免
除
対
象

者
に
該
当
す
る
か
否
か
を
判
断
し
て

い
き
ま
し
ょ
う
。

　
な
お
、
年
度
の
途
中
で
六
十
四
歳

に
達
す
る
方
は
当
年
度
の
免
除
対
象

者
と
な
ら
ず
、
次
年
度
か
ら
免
除
さ

れ
る
点
に
注
意
を
要
し
ま
す
。

　
平
成
二
十
七
年
度
に
つ
い
て
は
、

昭
和
二
十
六
年
四
月
一
日
以
前
に
生

ま
れ
た
方
が
免
除
対
象
と
な
り
ま
す

（
年
齢
計
算
に
関
す
る
法
律
に
よ
り
、

誕
生
日
の
前
日
に
年
齢
が
加
算
さ
れ

る
た
め「
昭
和
二
十
六
年
四
月
一
日
」

に
生
ま
れ
た
方
は
平
成
二
十
七
年
度

か
ら
免
除
対
象
と
な
り
、「
昭
和
二

十
六
年
四
月
二
日
」
に
生
ま
れ
た
方

は
次
年
度
か
ら
免
除
対
象
と
な
り
ま

す
）。

有期契約労働者に対する
労働条件明示等

業務上傷病が生じたときの
休業補償雇

用
保
険
料
の
免
除


